
平成 24年度 
第３回 大山崎町留守家庭児童会育成事業運営協議会 

 

日時：平成 24 年 11 月 26 日（月） 
午後 7 時～9 時 

会場：大山崎町立中央公民館 
 

次  第 

１．開会 

２．会長挨拶 

３．会議資料の確認と会議進行について 

４．議事 

(1) 資料説明等 

  ① 別添資料について 
② 参考人からの意見聴取 
 

(2) 協議 

   ―各協議事項― 

(3) まとめ 

(4) 次回運営協議会について 

 

５．閉会 



（追加資料） 保育施設「なかよしクラブ」の改修（案） 

◎「サブグラウンド」への建て替え（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
候補地 場  所 利   点 課   題 

③ 小グラウンド ①校舎から離れて独立しており、独立性を

保つことができる。 

②周囲の十分なスペースを確保できる。 

③グラウンドがすぐ近くにある。 

①学校教育施設全体としてのグラウンド（活

動場所）面積が減る。 

 

 大山崎小学校（図）

新たな委員提案として・・・ ③を推す意見 

【理由】 
①二つのクラブ（「なかよし」と「ともだち」）を併設する建物を建設できる十分な面積がある。 
②建設重機などの車両が入りやすい。 
③併設することによって、静養スペースなどの供用が可能。 
④クラブ間で効率的に合同保育等を実施できる。 

【波及効果】 
 ①建設工事の影響を最低限に抑えられるほか、一時的な仮施設を確保する必要がない。 
 ①現「なかよしクラブ」跡地はサブグラウンドとして利用できる。 
 ②現「ともだちクラブ」は、そのまま放課後児童クラブ関連施設として、指導員などが会議に使用

できるほか、他の福祉、教育活動等に利用できる。 
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大山崎町決算状況の推移 2012/11/13 改定 資料1
（億円） （億円）

1970年度 1975年度 1980年度 1985年度 1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
昭和45年度 昭和50年度 昭和55年度 昭和60年度 平成2年度 平成7年度 平成12年度 平成17年度 平成1８年度 平成1９年度 平成２０年度 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度

町税 1.77 8.29 19.68 36.03 29.60 28.26 31.98 町税 26.09 27.37 29.62 28.88 26.54 26.23 24.94
地方交付税 1.22 1.29 0.59 0.09 1.38 5.40 6.38 地方交付税 0.82 1.81 1.04 2.37 2.28 4.84 5.46
臨時財政対策債 臨時財政対策債 2.51 2.21 2.00 1.87 2.91 4.47 3.61
その他 1.51 3.35 4.06 14.63 18.40 29.38 20.47 その他 16.17 14.54 10.61 10.73 16.44 15.91 22.16

中学校建設の財源 14.32 5.22 18.35 6.00
歳入合計　※1 4.50 12.93 24.33 50.75 49.38 63.04 58.83 歳入合計　※1 45.59 45.93 57.59 49.07 66.52 57.45 56.17
人件費 0.91 4.90 9.82 14.30 18.16 20.93 19.74 人件費 15.10 13.95 12.44 11.78 11.42 11.83 12.35
扶助費 0.01 0.46 1.06 0.96 0.82 1.95 1.77 扶助費 3.47 3.59 4.06 4.37 4.94 7.23 7.68
公債費 0.11 1.09 1.70 3.51 4.61 5.35 6.07 公債費 4.48 4.13 4.36 4.29 4.42 4.76 4.95
投資的経費 1.85 2.31 3.06 13.30 9.15 16.31 3.53 投資的経費 2.35 3.19 1.02 1.51 3.17 4.52 8.38
その他 1.34 4.14 8.68 17.39 16.36 18.31 27.51 その他 22.09 20.57 20.07 21.03 24.29 22.29 23.02
翌年度繰越 0.21 2.02 0.16 中学校建設 0.44 14.03 5.67 18.77 6.14
歳出合計　※2 4.43 12.89 24.32 51.48 49.10 63.01 58.62 歳出合計　※2 47.49 45.87 55.98 48.65 67.01 56.77 56.38
単年度収支　※3 0.07 0.04 0.01 -0.73 0.28 0.03 0.21 単年度収支　※3 -1.90 0.06 1.61 0.42 -0.49 0.68 -0.21
実質収支（累積） 0.21 0.32 0.52 0.39 0.28 0.74 0.73 実質収支（累積） -0.75 -0.69 0.92 1.34 0.85 1.54 1.33
※1　歳入合計：歳入決算額から前年度繰越金を除いたもの　　※2　歳出合計：歳出決算額から前年度繰上充用金を除き、そこに翌年度へ繰り越すべき財源を加えたもの　　※3　単年度収支：歳入合計から歳出合計を差し引いたもの
基金現在高 29.55 30.20 3.18 11.02 基金現在高 2.60 2.44 15.10 11.43 4.22 4.81 4.44

地方債現在高 8.37 12.72 33.52 36.47 54.06 45.20 地方債現在高 43.75 45.08 44.98 44.71 46.34 48.67 50.06
債務負担行為支出予定額 3.79 2.13 10.18 11.44 債務負担行為支出予定額 11.55 9.71 13.73 11.12 7.13 7.25 4.03

主なできごと
S45消防本部設置・
役場庁舎竣工

S50人口15,000人
超える・第3保育所
完成

S60保健センター完
成

H2シルバー人材セ
ンター設立・バブル
経済崩壊の始まり

H7阪神・淡路大震
災発生・新庁舎完
成

H12福祉センター
「なごみの郷」オー
プン

S41円明寺ヶ丘団
地造成開始

S46第二乙訓中学
校（現大山崎中学
校）開設

S56大山崎汚水中
継ポンプ場完成

S61体育館完成 H3ふるさとセンター
オープン

H8山荘美術館オー
プン・自主再建計画
策定（Ｈ9～13）

H13乙訓消防組合
発足

S42町制施行 S47向日市・長岡京
市市制施行

S57消防庁舎完成・
大山崎保育所新築
移転

S62国鉄（現ＪＲ）山
崎駅前整備完成・
体育館オープン

H4清掃庁舎竣工

S43簡易水道から
上水道へ・大山崎
小学校北校舎新築

S48中央公民館・第
2保育所完成・第二
大山崎小学校開設

S58中央公民館別
館完成

S63第43回国民体
育大会フェンシング
競技会開催

H5歴史資料館オー
プン

H10西法寺里後線
開通・名神高速道
路6車線化

H15大山崎インター
チェンジ供用開始

S49円団へバス乗り
入れ

S54老人福祉セン
ター完成・公共下水
道供用開始

S59社会福祉協議
会法人化

H1第1回おおやまざ
きまつり開催

H6河原﨑町長就任
（～H18）

H11ＪＲ山崎駅自転
車駐車場完成

H16集中豪雨で鏡
田浸水・財政改革プ
ラン策定

H23行財政改革プラ
ン2011策定

事務事業外部評価
実施

コミュニティバス導
入に関するアンケー
ト調査実施

多目的広場の一部
を府道用地として売
却（公社へ庁舎用
地代金の残り約6億
円のうち約3億円を
支払い）

H21「ハート」再生計
画策定

バリアフリー基本構
想策定

子育て支援センター
「ゆめほっぺ」開設

大山崎中学校新築
移転

H22中学校旧校舎
解体・グラウンド整
備

江下町長就任

阪急大山崎駅バリ
アフリー工事完了

主
な
で
き
ご
と

H17全国で集中改
革プラン策定始まる

普通交付税不交付

普通会計決算で赤
字となる

H18行財政改革プラ
ン（集中改革プラ
ン）策定

真鍋町長就任（～
H22）

H19一般会計当初
予算案否決

大山崎中学校新校
舎建設に伴う事前
調査（埋蔵文化財な
ど）

H20行財政改革プラ
ン再構築

リーマンショック（世
界金融危機）
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支出割合の推移（性質別） 2012/11/13 作成 資料2
（億円） （億円）

1970年度 1975年度 1980年度 1985年度 1990年度 1995年度 2000年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度
昭和４５年度 昭和５０年度 昭和５５年度 昭和６０年度 平成２年度 平成７年度 平成１２年度 平成１７年度 平成1８年度 平成1９年度 平成２０年度 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度

①人件費 0.91 4.90 9.82 14.30 18.16 20.93 19.74 15.10 13.95 12.44 11.78 11.42 11.83 12.35
②公債費 0.11 1.09 1.70 3.51 4.61 5.35 6.07 4.48 4.13 4.36 4.29 4.42 4.76 4.95
③扶助費 0.01 0.46 1.06 0.96 0.82 1.95 1.77 3.47 3.59 4.06 4.37 4.94 7.23 7.68
④補助費等 0.45 1.84 2.91 3.00 3.28 4.74 5.05 8.72 8.27 7.88 7.68 7.61 7.23 7.36
⑤繰出金 0.23 0.12 1.64 3.21 3.95 5.76 4.54 5.45 4.63 4.70 5.45 5.18 5.04 5.19
⑥投資的経費 1.85 2.31 3.06 13.30 9.15 16.31 3.53 2.35 3.19 2.50 6.98 15.57 10.52 8.38
⑦その他 0.52 1.90 3.62 10.06 9.14 7.10 17.92 7.92 8.43 20.38 7.91 11.50 10.02 10.45
歳出合計 4.08 12.61 23.81 48.34 49.11 62.14 58.62 47.49 46.19 56.32 48.46 60.64 56.63 56.36
①人件費 22.30% 38.82% 41.24% 29.58% 36.98% 33.68% 33.67% 31.80% 30.20% 22.09% 24.31% 18.83% 20.89% 21.91%
②公債費 2.70% 8.64% 7.14% 7.26% 9.39% 8.61% 10.35% 9.43% 8.94% 7.74% 8.85% 7.29% 8.41% 8.78%
③扶助費 0.25% 3.65% 4.45% 1.99% 1.67% 3.14% 3.02% 7.31% 7.77% 7.21% 9.02% 8.15% 12.77% 13.63%
④補助費等 11.03% 14.59% 12.22% 6.21% 6.68% 7.63% 8.61% 18.36% 17.90% 13.99% 15.85% 12.55% 12.77% 13.06%
⑤繰出金 5.64% 0.95% 6.89% 6.64% 8.04% 9.27% 7.74% 11.48% 10.02% 8.35% 11.25% 8.54% 8.90% 9.21%
⑥投資的経費 45.34% 18.32% 12.85% 27.51% 18.63% 26.25% 6.02% 4.95% 6.91% 4.44% 14.40% 25.68% 18.58% 14.87%
⑦その他 12.75% 15.03% 15.20% 20.81% 18.61% 11.43% 30.57% 16.68% 18.25% 36.19% 16.32% 18.96% 17.69% 18.54%
歳出合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

平成１７年度 平成1８年度 平成1９年度 平成２０年度 平成２1年度 平成２２年度 平成２３年度

⑦その他

⑥投資的経費

⑤繰出金

④補助費等

③扶助費

②公債費

①人件費
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①議員報酬

①職員給与費 など

②借入金の返済

③保育所運営経費

③子ども手当 など

④ごみ処理施設

④障害者施設

⑤国民健康保険

⑤後期高齢者医療

⑤介護保険制度
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